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特集2　学習・生活支援事業の論点

   1．趣旨説明（野田博也）【写真1】 

 　それでは、学習・生活支援事業の論点～教育と
福祉の〈協調〉と〈対立〉～というタイトルで、
今日はお付き合いいただきたいと思います。よろ
しくお願いいたします。 
 　まず、この公開講座の趣旨説明から入りたいと
思います。学習・生活支援事業は「学習支援」と
も呼ばれています。御存じの方も多くいらっしゃ
るかと思いますが、この事業は 2013年に成立し
た生活困窮者自立支援法に規定されているもの
で、子どもの貧困に取り組む主要な事業として位
置づけられています。それを機に国や自治体から
補助金が出るようになって、愛知県の中でも多く
の地域で学習支援が行われております。愛知県立
大学でも瀬戸市から学習支援事業の委託を受け
て、実践しております。 
 　その学習支援を含む子どもの貧困の解決策にお
いて、「教育と福祉の連携」がとても重要だと言

われてきています。他方で、教育と福祉が協調す
ることが前提となっていて、何ら問題がなく無批
判的に進められているような節もあります。確か
に、縦割りで進められることの弊害や限界は多々
あるかと思いますが、何をどのように連携するの
かが具体化されずに「連携」という言葉が独り歩
きしているような感も抱きます。あるべき方向性
や理念と、実際に起こっていることは分けて考え
つつも、それぞれが協調するべきことだけでなく、
協調しないほうがよいこと、緊張関係をもってい
たほうがよいこと、そのようなことも含めて連携
の在り方を考えたいという問題意識があります。 
 　学習支援事業も同じように、教育と福祉の両者
が何らかの形で交差するような取組です。この公
開講座では、教育と福祉の連携を当たり前のこと
として捉えるのではなく、そこにはらむ〈協調〉
と〈対立〉という点に注目して、学習支援事業の
特徴を捉え直していきたいと思っています。そし
て、無批判的な「お花畑」の連携論ではなくて、
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互いの強み・弱みを理解した上でそれぞれの関係
の在り方を探求するような機会にしていきたいと
思っています。 
 　本日の登壇者について簡単にご紹介させてくだ
さい。まず、こども NPOの副理事でいらっしゃる
山田恭平さんにお越しいただきました。寺谷直輝
さんは、愛知県立大学の博士後期課程の院生でも
ありますが、特別支援教育を専門にしつつ、実践
面でも NPO法人学習障害児・者の教育と自立の
保障をすすめる会、見晴台学園大学の運営や教育
実践にも関わっていらっしゃいます。大貫守さん
は、私と同じように愛知県立大学教育福祉学部の
教員でして、教育方法をご専門に国内外の研究を
進めていらっしゃいます。私は、自己紹介が遅れ
ましたが、社会福祉学科の教員です。貧困問題と
その取り組みを中心に研究を進めています。社会
的な活動としては、生活保護世帯の親御さんや子
ども、学習支援を地域でどうやって支えていくの
かというところで多少関わりをもっております。 
 　以上 4名の講師陣で、本講座を前半・後半に
分けて進めていきます。前半では、まず、こども
NPOの山田さんから、「今、学習支援の現場で何

が起きているのか」というテーマでお話しいただ
きます。学習支援を御存じの方、御存じではない
方、あるいは実際に経験している方、していない方、
いろいろな方がいらっしゃると思います。学習支
援の実際はその場その場で多様に展開されていま
すが、今回は山田さんから現場の話をじっくりと
お話しいただくことから始めたいと思います。 
 　つぎに、野田の方から、学習支援の制度におけ
る特徴や、「福祉と教育の連携」等々と言われる
ようになってきた背景を簡単にご説明したいと思
います。そのあと、寺谷さんには、生活困窮者自
立支援事業の学習支援とは異なる「学習支援」に
ついてお話しいただきます。「障害のある若者の
学習支援の取り組み」というテーマです。「学習
支援」という用語が、生活困窮の文脈で使用され
るのは最近のことで、それ以前から、学校に行け
ない子ども、日本語をしゃべれない子どもなどの
学習を支えると取り組みとして「学習支援」とい
う用語が使用され、実際に取り組まれておりまし
た。ともすれば、生活困窮の文脈だけに限って議
論が進められてしまいがちなので、寺谷さんのお
話しをスパイスとして、学習支援それ自体に対す

写真 1　公開講座当日の様子（趣旨説明の場面）
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る見方を豊かにしていければと考えております。 
 　その後、休憩を挟んで、後半の最初に大貫さん
から論点の提示・説明をお願いし、登壇者同士で
議論を深めていきたいと思います。最後に、ご参
加いただいている方々からのご意見・ご質問も取
り上げていきたいと考えています 1） 。 

注

1）本誌掲載にあたり、大貫氏が提示した論点に対する
各報告者からのレスポンスは、それぞれの報告の後に
掲載しました。

 2． 学習支援で今、何が起きているのか～置
き去りにされる子ども・家庭　置き去り
にされる学習支援の理念～

 山田　恭平 

 　こんにちは。こども NPOという特定非営利活
動法人の副理事長をしております山田です。よろ
しくお願いいたします。 
 　30分ということで皆さんよりも長い時間をも
らうことになりますけれども、恥ずかしくない話
をしたいと思います。私は研究者ではなく、実際
に毎日子どもたちと接している実践者ですので、
そういった点から今日お話しをしたいと思いま
す。よろしくお願いします。 
 　今日、こども NPOはどんな団体かを事前に分
かっていただいた状況で、学習支援の中で起こっ
ていることを全般にスライドを映しながらお話し
したいと思います。 

 2 ― 1　こどもNPOの概要と学習支援への方針 
 　「こども NPO」 2） という団体は、団体ができて
から 19年くらいになります。こども NPOは、
NPO法人であり、子どもの生きる権利、育つ権
利、守られる権利、参加する権利を基盤として、
子ども自身が社会参加する機会や場所をつくるこ
とで、子どもと大人が同じ市民として持続可能な

社会を共に実現していくということを目的とした
団体です。子どもの権利条約を基盤にしてやって
いるということになります。 
 　こども NPOでは、特に名古屋市の中で事業を
やっていることが多いですけれども、イメージを
膨らませてもらうために、特に緑区を中心にした
活動を、児童館の運営委託とか、子育て支援の広
場もやっていますし、公立高校の中に居場所を作
る取組も始めています。まずは、子どもの社会体
験ということで、外遊びのプレーパークや学習支
援、そして、居場所づくり、子ども食堂、かなり
0歳から 18歳までを対象とした活動を広く取り
組んでいます。今日は、この中の学習支援や居場
所づくりに特化してお話しいたします。 
 　中学生と高校生の約 150人を学習支援などで見
ています。ある地域の中では、学習支援と居場所
づくりと子ども食堂と外遊びのプレーパーク、社
会体験みたいなものを合致させて行うような取組
も始めています。学習支援だけではなかなか難し
いと思います。 
 　150人のうち外国にルーツを持つ子どもが 1割
程度おります。生活保護を受けている家庭の子ど
もが 3割程度、あと、ほぼ全ての家庭は母子家
庭、両親がいる家庭というのがほとんどない状況
です。中には父子家庭もいまして、0.5割と書い
てありましたけれども、実際には 0.5割もないく
らいの比率です。 
 　自主的にやっているわけではなく、名古屋市や
知立市から学習支援の委託事業を受けておりま
して、行政の委託を受けて事業を実施していま
す。行政の委託を受けて事業を実施しているのは、
こども NPOだけではありません。名古屋市では
150か所で学習支援が行われており、10団体程度
の事業者が実施しているような事業です。 
 　こども NPOの学習支援を行う上での基本とな
る方針みたいなものがありまして、これは他の団
体で違うとは思いますけれども、（1）子ども自身
が学習を通じて自信をつけて自らの意思で進路選
択ができるようにサポートしていくこと、（2）子
どもや保護者からの相談に傾聴して必要な窓口に
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つないでいくということ、（3）問題解決を目指す
ために高度に連携しましょうということ、すなわ
ち、早期発見や予防的支援というような観点にな
ります。この 3つを基にして活動しております。 
 　特に、子どもの権利条約の第 12条である「参
加する権利」を非常に重要視している団体でして、
日本語にすれば「意見を形成する」と書かれてい
るんですけれども、英語にすると、「opinion」で
はなく「views」であり、全ての表現表出という
意味なんです。全ての表現表出をちゃんと受け止
めて、子どもたちと一緒に社会に意見を発信して
いこう、意見形成をするというところになります。
私たちの学習支援ですね。 
 　「読み書き」だけを「学習」・「学力」と言われ
るかもしれませんが、そういうことではありませ
ん。子どもの権利条約以外にも、問い続け深く考
える権利であり、想像し、創造する権利であり、
自分自身の世界を読み取って、歴史をつづる権
利でもあり、そして、教育の手だてを得る権利で
もある「学習権」を大事にしています。個人的に
も集団的にも力を発揮させていくと、権利行使を
するものである、これを学習として捉えて続けて
やっております。 

 2 ― 2　実際に接する子どもたちの現状 
 　実際に接する子どもたち、やっぱり非常に粗雑
な言葉を使ってきます。中高生になっても語彙が
少なく、非常に大人への期待感や周囲の不信感み
たいなことの試し行為が非常に多いです。それゆ
え、傾聴する等の受容的な関わり＋α、つまり、
聞くだけじゃなくて、やはりこの言葉に対してど
のように応答していけるかというところが試され
ているものが学習支援だと思います。 
 　体験学習サイクルと呼びますけれども、PDCA
で P（プラン）から始めるのではなくて、やって
みた中でどう思ったか、質問とか働きかけによっ
てサイクルを回していくかということが子どもの
育ちにつながると思います。なので、まず体験し
てみる、やったことから考えるという取り組みの
連続行為になっています。 

 　子どもたちの現状ですけれども、いろいろあり
ます。学習支援をやっておられる方も参加者の中
にはおられると思いますが、こういった事情を抱
えた家庭は非常に多いというより、この事情ばか
りですよね。 
 　1つ見ていただきたい動画があります。生活保
護家庭の子どもから私に勉強を教えてくれという
理由で、プリントの動画を撮った映像を私に送っ
てきました。それが非常に生活保護世帯をよく表
現しているような内容でしたので、今からお見せ
いたします。 

 （映像上映） 
 　中学校 3年生の女の子から送られてきている動
画です。なかなか厳しい状況に暮らしておりまし
て、見ると分かったかもしれませんが、物が非常
に散乱しています。家の中が整理されていません。
なぜかというと、棚や箱がないので置場がないわ
けです。当然、勉強するためのスペースもありま
せん。自分の部屋どころか勉強机もありませんの
で、みんながご飯を食べる机、押し入れの真ん中
の板、あと、ランドセルの上で勉強しています。
そういった家庭環境だということが僕たちの常識
範疇外の中の常識を持っていると思いますが、こ
のような子どもたちが家の中で勉強ができるのか
という問題はあります。非常に物が汚れたまま放
置されている状況で、身だしなみの習慣とかはあ
りません。体臭等の問題から、集団生活というの
は非常に厳しくなるという現状があります。また、
非常に周囲がうるさいです。弟・妹の声でうるさ
くて、勉強に集中できるという環境もない……、
このような状況があります。 

 2 ― 3　ケースから見る学習支援をめぐる問題 
 　ここからは、ケースを見ながら、学習支援の問
題について触れていきます。 

 2 ― 3 ― 1　子どもたちのケースから 
 　先の動画の中で、女の子が小さな言葉で言うん
ですね。「私を褒める権利はおまえにしかないん
だからな」というのが聞こえてきます。私を見て
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くれる人は誰もいませんという意味です。本当に
学習支援の場所しか居場所がない状況ですね。こ
の子、学校もあんまり通えていないですし、家庭
の中も両親はいますけど、非常にケンカが多い家
庭でなかなか居場所がなく、新型コロナウイルス
が広がり始めた時期は随分家出をしている状況で
した。それでいて、学習支援にも来ない状況でし
た。 
 　世帯の支援や親の支援として、例えば、児童養
育手当とかと様々ありますけれども、そういった
ものは基本的に親とか世帯の支援でして、子ども
自身の支援というのは学校しかないという状況
で、社会保障とか社会資源というのが子どもに
とって選べるとか利用できるものというのは本当
に少ない状況です。これは、私は非常に問題だと
思っています。 
 　他の学習支援に通って進路選択が近づいてくる
3年生が、「お金はないし、就職も 18でするわ」「進
学校じゃなくても別にいいかな」と言います。こ
れは毎年よく起こります。15歳や 18歳の子ども
に家庭状況を鑑みて進路を決定させないといけな
い状況というのは果たしていいんだろうかと常に
思います。自分の生まれた家庭に対しての納得感
というべきか、それとも、諦め感というべきか、
迷いますけれども、果たして「自立していく」と
いうのは、就職するとか、ワークキャリアを形成
していくとか、それを家庭状況によって諦めなけ
ればならないことなのかということは、非常に学
習支援をやっていて無力感があります。しっかり
と周りのことを気にせずに子ども期を過ごしてい
くということをできなかった人たちが、トラウマ
やいろいろなものを抱えて大人になっていかなけ
ればならない状況も多く見ています。 
 　あとは、「お金がどうしてもない」・「お金がな
いから、友達とカラオケに行けない」と子どもが
言うわけですね。そういうお金の問題がありなが
ら、けれども、手元にはペットボトル飲料を持っ
ているんですね。「それって 1日何本買うの？」
と言ったら、「学校の行きと帰りに買うから 2本
かな」と答えるんですね。その後、「えっ、どこ

で買うの？」と言ったら、「コンビニか自販機」
と答えるんですね。なので、「まず、自販機で買
うのはやめて、（少しでも安く買える）薬局で買
うとか、家でお茶パックを買って入れるとか、そ
れを何回やったらカラオケへ行けると思う」と話
すと、「うん、意外と行けるかも」という感じに
なります。お金の使い方や計画性というのは家庭
の中でかなり身につかないという状況がありま
す。「学習支援」とは言いつつも、学習の前に、
生活の力・生きる力やペーパー的なものだけでは
ない勉強・生きていく力・学力とかと言えるのか
もしれませんが、それらが非常に接続しているよ
うな状況でして、自立に直結しているなというこ
とを感じます。2・3日後のことまでしか考えら
れないもんですから、なかなか長期的に自分がど
う生きていくかということは考えられないという
状況です。 
 　「子ども食堂は行きたくない」「自分は学習支援
でいいや」と中学生が言うわけですね。学習支
援ってすごく都合がよくて、親とかには勉強をし
に行ってやるわという体裁が取れるんですよ。勉
強を俺はさせられているんだというふうに言いな
がら、子ども食堂や居場所づくりは、「居場所が
ありますよ。来ますか？」、「御飯が食べられるよ。
来ますか？」という施し感や困っています感があ
ります。しかし、学習支援というのはそうではな
いんですね。勉強をさせられちゃっていると、勉
強をやらされている俺みたいな、体裁が保てるも
んですから、学習支援という場所に非常に来やす
い子どもがいます。 
 　全体の中での私ではなくて、非常に個として大
事にされる場所であり、名古屋市は 1会場に 12
人程度しか通えません。そういった点においては、
一人一人の人としてちゃんと見てもらえるという
ことですね。自由、安全、誰とも比べられない、
自分に合わせてもらえるといった本当に人権が保
障され、尊重される場所を作っていると言えます
ね。 
 　進路が近づく 3年生だと、先生に、「おまえ、
もう進学できんぞ」と言われたから、勉強をやめ
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るとなっちゃうんですね。「頑張れ」という意味
で言われたと認識しないんですね。こういう非認
知能力というべきなのか、何というべきなのか、
概念操作というべきなのか、何というべきなのか
分かりませんけれども、発破をかけられたという
ことが理解できないんですね。真正面から受け
取って、自己肯定感がそもそも低いものをもっと
下がってしまったり、先生に対する不信感が増大
していってしまう結果になる。なので、私たちは
かけられた言葉がどういう意味だったのかを通訳
する必要性があって、かつ、エンパワーする必要
性が出てきます。そして、発破をかけて頑張れと
いうのではなくて、共に一緒に歩もうという支援
が必要です。 
 　あと、別の事業者の学習支援にも通っていた子
どもが、私たちの学習支援に移ってくるというこ
ともたまにあります。子どもは「あっちよりこっ
ちのほうがいいな」と言ったりします。親は、うー
ん、まあ、近いからねぐらいな感じで、「本当は
向こうのほうがよかったわ」みたいなところも
あったりします。なぜかというと、親からすれば、
勉強をしっかりやってもらえるようなところがい
いのです。一方で、子どものニーズは結構ばらば
らだったりしますけど、もっと話が聞いてほしい
とか、少し緩やかな場所がいいとかというニーズ
もあるからです。 
 　「どんな運営でも家や学校よりはまし」とスラ
イドで映していますけど、家や学校ですごく嫌な
思いをしている子どもたちは、どんな学習支援
だったとしても、どんなに劣悪で、どんなに質が
低い学習支援だったとしても、家や学校の扱いよ
りはましだと思って通い続けます。なので、満足
度は高いです。これは非常に難しいなと思ってい
まして、ましなだけで、いいか悪いかというのを
子ども自身は比べていないので分からないんです
けれども、よくも悪くも全部評価が高い事業に
なってしまうということで、意外に事業の評価は
しにくいと思います。 

 2 ― 3 ― 2　親・学生サポーターのケースから 
 　あと、親ですね。親から「子どもが楽しそうに
通っていて元気が出て、私も元気でいられるんで
す」みたいな言葉から相談につながることがあり
ます。子どもが元気になると親も元気になります。
よく言われるのは、親が元気になると子どもが
元気になるというふうにも言われるんですけれど
も、逆もありまして、やっぱり子どもが元気になっ
ていくことが親も元気になる要素になったりしま
す。そこから信頼をつくることで、親自身が相談
に乗り出したりすることもいろいろ出てきます。 
 　親支援、養育支援、世帯支援につなげるために、
まず、子どもとじっくり関わって信頼関係を作っ
ていくことが学習支援にはできることかなと感じ
ています。 
 　「子どもの現状を知らないまま教員になるとこ
ろでした」と、大学生のサポーターから言われる
ことがあります。こども NPOは 11会場ぐらい居
場所支援がありますけれども、約 70人の社会人
や大学生がおります。今日の公開講座も見てくれ
ている人が数人参加しています。大学生自身に
とっては社会課題に触れて解決のために実際に実
施できるという場所です。なかなか日常生活の中
で社会課題に触れていくことって難しいんですよ
ね。学習支援は、日常生活の中で社会問題に触れ
て実施できるという点で非常にハードルの低い事
業でして、社会に対する理解やメタ認知できるよ
うな機会になるかなと思っています。自分の世界
だけではなくなり、なおかつ、スタッフやサポー
ター同士の中での会話や子どもとのコミュニケー
ションの中で、自分自身を鍛錬していくような要
素もあります。 
 　子どものための事業ではあり、血税を使われて
いるというところはありますけど、基本的には学
生や社会人のサポーターにお金が使われる事業で
して、副次的に支援者を育てる側面が強いもので
すから、教員になった人・親になった人が子ども
との関わり方を考えていくきっかけになっている
可能性が、非常に高いんじゃないかと思っていま
す。 
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 　これに続いた話として、「学習サポートをやっ
ていて、お金をもらっちゃいけない」と思ってい
るサポーターがいます。また、「私にとってここ
は居場所なんだ」と言ってくれるサポーターもい
ます。その対価というのは受け取るべきなんです
けれども、本当に苦学生が多くて、奨学金を借り
て大学に行っている学生サポーターも増えてきま
した。支援者の立場なんだけれども、やっぱり自
分に居場所が欲しいとか、非支援者的な側面も抱
えている人が比較的多いということです。そうい
う人たちと事業を回していかないといけないんで
す。聞いていてちょっと気分が悪いという人もい
るかもしれませんけれども、自分自身の自己点検
がどれぐらいできるんだろうか。私たち職員とか
も、サポーターの育成・ケアみたいなところに手
間を取ることが結構あります。 
 　「もっと基礎学力をつけさせないと社会でやっ
ていけない人になります」と学習サポーターに言
われることがあります。自分の常識や不安と子ど
もの現状というのを混同してしまって分離できな
いというサポーターが多くいます。押しつける支
援になってしまって、子どもの主体的な動きを止
めてしまうということもよくあります。そうなら
ないように私たちは関わります。思いの強さがあ
るのはとてもありがたいですけれども、行動しな
い評論家とか、実行しない批評家になってしまう
ようなことも結構ありまして、私たちに「変化さ
せてください」「どうにかしてください」と言う
だけで、一緒に解決しようとするようなアクショ
ンが起こせない人も中にはいます。正論ではある
けれども、やっぱり人員体制やシステム、ノウハ
ウ、継続力や資金等々が不足している事業ですか
ら、こういう点になかなか手が回らないのが実際
です。「学習支援はどこまでやるのか？」という
ことです。 

 2 ― 3 ― 3　 行政職員や学習支援事業の委託を受
けている他の事業者のケースから 

 　あと、「こども NPOに任せておけば安心です
と、子どもを預けておけば安心です、何とかして

くれます」と行政職員からよく言われます。これ
は行政職員も頼る先がなくて、自分だけで解決し
なきゃいけないので、とても困っています。定期
的に子ども自身を見てくれる場所はなく、行政職
員は親との面談が多く、子ども自身と会うという
ことは本当に少ないです。 
 　こういうこともあり、非常に重用されます。い
いところとしては、やっぱり立場を超えて信頼関
係をつくること。連携の中での信頼関係、「お互
いさんだよね」「本当にお互い頑張っておるよね」
とねぎらい合う等、そういった中から子どもの支
援につなげていくというバランス感覚は非常に重
要です。批判だけではうまく行きません。だから
といって、同情するだけでもよくありません。やっ
ぱり、思いやノウハウ、バランス感覚やコスト、
委託費も少ない中でやりますから、やり過ぎても
いけないですね。あと、人権意識が求められます。 
 　非常に期待値が高い事業になっています。週に
1回しかない事業なのに期待値が高いのです。学
習支援の質をどこに置くのか、これは重要な課題
だと思います。 
 　学習支援を委託しているほかの事業者さんと話
すと、「子どもが壁を殴って壊したんですよ。全
然反省しないから警察沙汰にしました」という話
が出てきたりとかとします。これを聞いたときに、
私たちは壁を壊すほどの行為をさせてしまったと
いう関わりは、どういう関わりをしたんだろうな
ということが視点として浮かぶんですけれども、
やはり子どもの人権とか、子どもの権利、貧困と
いうものに理解の欠如がある事業所も中にはい
らっしゃいます。そういう人たちの自分の行動が
どうだったか、関わりがどうだったかという自己
点検というのが非常に難しいですね。これは批判
的な内容になりますのでなかなか怖いんですけれ
ども、そういったような事業所も中にはおります。
子ども自身がこれによって唯一の社会資源だった
ものを失う可能性があるといった点で、委託事業
者というのはどういった素地が必要なのかという
こと、責任を考えることは非常に重要だと思いま
すね。 
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 　よく、「これは、学習なんですか？　居場所な
んですか？　教育なんですか？　福祉なんです
か？」と聞かれます。「そういう二者択一論はや
めましょう」と答えます。どちらもその空間に介
在していますし、正直言って、子どもにとっては、
そんなことはどうでもいいのです。いい場所だっ
たら何でもいいんです。「勉強か？　居場所か？」
と聞いたって出ません。「教育か？　福祉か？」
と言っても出ません。大人側が単に回答を欲しい
だけで、子どもにはあんまり関係ないことです。 
 　やっぱり、子どももいろいろで、家庭が成り立
たない子どもにとっては、学習支援の場所という
のは家庭になります。家庭的要素を求められます。
学校に行っていない子どもや学校がうまくいって
いない子どもは、学校的要素を学習支援に求めま
す。塾として単に来ている子どもや学校や家がう
まくいっている子どもは、単に居場所として、サー
ドプレイスとして求めてきます。なので、1つの
場所にファーストプレイス的な要素とセカンドプ
レイス的な要素とサードプレイス的な要素はかな
り混同されているという状況になっています。こ
れは、そもそもの学習支援から少し外れると思い
ますけど、考えればそうなることは分かっていた
と思いますし、学習支援だけに比重が高まってい
るという状況です。 

 2 ― 4　学習支援の現場から見た学習支援事業 
 　子どもと関わる上で非常に悩みます。ありのま
まで生きられる社会をつくるのが大事なのか、現
社会に適応する力をつけるべきなのか、これは非
常に迷います。しかも、それは学習支援だけの
場所であることなのかということは思います。15
歳、18歳で社会に飛び出させなければならない
ということは非常に待ったなしの状況なんですけ
れども、かといって、適合するだけの子どもを作
るのが私たちの使命なんだろうかと思うと、何か
違うんじゃないかと考えています。 
 　あと、最後になりますけれども、学習支援にア
ドバイスだったりスーパーバイズできると人た
ちって誰なのでしょうか。これは本当にいないと

思っていて、評価基準もなく、アウトカムも何
か分からないことから、誰がそれを意味づけして
アドバイスするのかも分かりません。非常に子ど
もが受けているサービスはピンキリの状況になり
ます。いい／悪いは子どもしか決められないです
けど、学習支援を行う立場みたいなものが確立さ
れていないがために、支援者は非常に広く間口を
取っていて集まる傾向があり、これがいいものに
なっているかというのは別問題かなと思います。 
 　さきほど、少し話しましたが、アウトカムの問
題ですね。価値、これをどう評価するか。やっぱ
り学習支援を受けた人たちに後追い調査する必要
性があるということ、あと、仕事にちゃんと就け
たかどうかではなくて、人生をどう歩んでいける
かというライフキャリアの視点が非常に必要だと
感じます。あとは、何も起こらなかったことが非
常に重要でして、予防的支援の意味合いが非常に
強い事業だと思っています。何かいいことが起こ
るわけではありません。どちらかというと、何も
起こらないか、めちゃめちゃ悪いことが起こるか
という感じで、何も起こらなかったことは誰も褒
めてくれません。点数をキープしたということは
誰も褒めてくれません。けども、この効果はいか
に大事かということは分かってほしいんですけど
ね。 
 　あとは、資金獲得をして事業を回していくとか、
だんだん回していくために行政の言いなりになっ
てしまっているというような団体もあると思いま
す。これは理念とかを忘れて、これは「理念がド
リフトしている状態」と言うらしいんですけれど
も、そういった形にもなっているのではないかと
思っています。以上で、私の話はおしまいにした
いと思います。ありがとうございました。 

 〈大貫先生からの論点・コメントを受けて〉 
 〔無力感を抱えている子どもたちとどう向き合う
か？〕 
 　「無力感を抱えている子どもたちとどう向き合
うか」と言われると結構難しいと思うんですけど、
学校的な役割を持っているのではしようがないの
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で、表現、表出がしたくなるような場づくりとか
をしていくことなんだろうと考えています。しか
も、それは個々の子どもたち、その子自身を超え
て、Aさんという子ども自身にやるだけではなく
て、Bさんという子どもにやることが実は Aさ
んに響いていたりとか、集団的なアクションとい
うよりかは個々の取組をする中で、この人はこう
いう大人なんだとか、この人はこういうふうに対
応するんだというのを見ることによって、ちょっ
とずつ変わっていく部分があるんですね。 
 　子どもから、「どうせ社会はダメダメなんだか
ら、人間は一からやり直した方がいい」と言われ
るんですけれど、確かにそういう部分もあるけれ
ども、僕はそれはなかなかできないと思っていま
す。確かに、「クソみたいな社会と君は言うけれ
ども、僕はそうなってほしくないからこの事業を
やっているんだ、だから、こういうふうにやって
いるんだ」と言うと、「分かった。社会の全員は
そうかもしれんけど、おまえはそうじゃないとい
うことが分かった」と言ってくれるんです。でも、
それっていわゆる子どもに幻想を抱かせているだ
けなのかな、まやかし部分なのかなと思うことは
あったりするので、エンパワーしながらやってい
くんだけど、それが夢物語じゃいかんよなという
ことも同時に感じています。 

 〔学習支援は学校の文化適応か？〕 
 　あとは、週に 1回ぐらいでやっていくというこ
とに対して、果たしてそれは学校の文化適応に
なっているだけじゃないかというコメントがあり
ました。逆に子どもの生きづらさを助長、より進
むこととか、向き合えていないことじゃないのか
ということについては、確かにそういう点はある
かもしれないなと思っていて、学習サポートをし
てくれるサポーターさんたちは、学力を何とかし
ようということに終始する。それはなぜかという
と、サポーターは自分を自分らしく生きてこら
れた。なぜかというと、やっぱり大学まで行って
学力があったからこそだというように幻想があっ
て、だからこそ勉強させようとするというところ

があるんですよね。 
 　僕らはそうじゃなくて、子ども向けへの学習支
援ってあんまり学力は実際上がらないんですよ。
でも、それは何かというと、生きづらさにどう気
づくかということが重要で、その中から自己決定
をします。学校的な要素もあるし、家的な要素も
あるし、第三の居場所的な要素もあるからこそ、
親的な要素もあるし、友人的要素もあって、場所
を持つからだけじゃなくて、場所が持つ要素的な
もの、父親的になることも僕はあるんですね。母
親的になることもあったり、友達になる可能性も
あって、そういう意味で要素をたくさん実施でき
る場所ではあるかなと考えています。 

 〔学習支援の場の固有性とは？〕 
 　最後の質問として、「学習支援の場の固有性は
何か」ということはいつも矛盾をしていて、何に
でもなれる存在ではあるんだけれども、何でも押
しつけられている状況で、じゃ、学習支援って何
なのというと、何でも屋さんですという説明だけ
で、固有の意義はない感じなんです。大変難しさ
があります。 
 　なので、固有の意義と言われると、誰もやって
いないことを先駆的に課題発展してやっていると
いうのは固有性であって、もしこういう事業がほ
かに出てくるのであれば、それは引き継がれるし、
最終的には子どものことを支援する仕組みが社会
に全部整った状態で学習支援は何が残るかという
と、本当に学習の支援をするだけの、本来意義で
言うと、本当に学習をするだけの場所になるんだ
ろうなと思います。でも、その将来は相当やって
こないんだろうなというふうに感じています。 

 注 

 2）こども NPOの HPは、https://www.kodomo-npo.or.jp　
である。 
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 3． 学習・生活支援事業の特徴と「福祉と教
育の連携」

 野田　博也 

 　次に、私（野田）から、制度の背景等について
説明をさせていただきたいと思います。先程の山
田さんのご報告の中で、支援者あるいは事業運営
者に関わる話として「福祉か教育か」「学習か居場
所か」とか、そういったことは子どもにとっては
どうでもよく、そういうことを意味づけしたくて
困っているのは大人、というご指摘がありました。
私もそのような大人のひとりになるわけですが、
連携の在り方を再検討する際にも、子どもの視点
を忘れて進めてはならないと改めて考えました。 

 3 ― 1　学習支援の展開 
 　それでは、まずは学習支援をめぐる経緯とい
うことで、簡単におさらいをします。まず、学習
支援の取り組みは、2012年のひとり親家庭の学
習支援ボランティア事業から始まったと言われま
す。これとほぼ同じ時期に、児童養護施設でも学
習支援の事業も始まりました。もちろんこれ以前
にも、ボランタリーな学習支援活動というものは
様々な形や名称で行われていたけれども、政策と
してお金をつける形になってきたのが 2010年前
後ぐらいから、つまり、リーマン・ショックが終
わった後、東日本大震災も経て政策として広がっ
てきたことになります。そして、2013年には子ど
もの貧困対策法が成立して、子どもの学習支援事
業もその対策に組み込まれ本格的に推進されるこ
とになりました。さらに、2015年には生活困窮
者自立支援法の枠で厚生労働省管轄の学習支援事
業が制度化され、他方で文部科学省でも「地域未
来塾」という学習支援を進めています。狭い見方
ではありますが、厚生労働省系列の学習支援と文
科省系列の学習支援の 2本立てで進んでいます。 
 　厚生労働省系の学習支援では 2016年頃から、
学習を支援する際には学習だけにとどまらず、生
活に関わる様々な支援も含めざるを得ないという
現場の意見等が挙がってきまして、学習支援と生

活支援をセットにするような動きが、まずはひと
り親家庭の支援策で出てきました。 
 　2018年の生活困窮者自立支援法の改正では、
学習支援プラス生活支援で、学習・生活支援事業
という名称に改められました。このように 2010
年代になってから、複数の領域にまたがって急速
に政策としての学習支援が展開されてきました。 

 3 ― 2　政府による学習・生活支援事業の紹介 
 　ここから厚生労働省が審議会等の資料として公
開しているスライドを使って、国がどのようにこ
の事業を紹介しているのかを簡単に確認していき
たいと思います。いずれも厚労省のホームページ
でみることができます。 
 　まず、学習支援については貧困の連鎖を防止す
るという目標を掲げ、各自治体の地域の実情に応
じ創意工夫を凝らして実施して、小中校だけでは
なくて高校中退防止、そして、家庭訪問などの取
組をやっても構わないとされていました。 
 　そして、2018年の法改正で生活支援が加わっ
たことで、生活習慣、育成環境の改善に関する助
言や進路選択、教育、就労に関する相談に対する
情報提供、助言、関係機関との連絡調整を加えて、
子どもの学習・生活支援事業として強化していく
と謳っています。それをやっていると助成金が上
乗せで出せる、となったわけです。もちろん全て
の学習支援の委託を受けているところが生活支援
事業をやっているかというとそうでもなくて、か
なりばらつきがあります。 
 　生活支援の部分については、「子どもに対する
支援」と「保護者に対する支援」に大別されてい
ます。「子どもに対する支援」としては、居場所で
の相談支援とか、日常生活習慣の形成、社会性の
育成、体験活動などが挙げられています。「保護
者に対する支援」としては、養育に必要な知識の
情報提供や、子どもを入り口とした世帯全体への
支援につなげていくことが生活支援の部分に含ま
れるという説明をしています。こども NPOだけで
はなく、全国にいろいろな事業体があり、事例紹
介も厚労省のホームページに掲載されております。 
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 3 ― 3　生活支援の実際 
 　今年（2020年）に出た報告書で、特に生活支援
の部分に重点を置いて調査したものがあります。
全国の事業体 250か所ぐらいにアンケートをして、
どのようなことを実際にやっているのか回答をま
とめています。3割以上の回答で一番多いものか
ら順番に挙げますと、居場所や家庭訪問での相談
支援・助言、対面相談の実施・電話やメールによ
る個別相談、居場所の開放等となっています。 
 　事業を自治体の直営で実施する場合と、他の機
関・団体に委託して実施する場合よって生活支援
はだいぶ変わっていることも示されています。子
どもに対する取り組みについていえば、委託の方
がだいぶ充実しており、自治体が直営でやる場合
はそれほど生活支援の部分は行っていないという
結果になっています。他方で、保護者に対する取
り組みに関しては、自治体が直営でやっているほ
うが充実しておりまして、家庭訪問による対面相
談とか、奨学金の情報提供とか、各種制度利用の
支援などを実施しているということです。これは、
福祉の側の話になってきますが、実施主体によっ
て、「福祉」による関わりも変わってくるという
ことですね。「教育」の連携相手となる福祉の支
援それ自体も一様ではないわけです。 

 3 ― 4　学習・生活支援事業と「教育と福祉の連携」 
 　ここから、学習・生活支援事業に関わる連携が
どのように取り上げられているのかをみていきた
いと思います。 
 　まず、特に 2018年の改正法以降、「連携」とい
うことが一層頻繁に言われるようになってきまし
た。そのひとつは、学習・生活支援それ自体の中
身も事業者によって異なるので、学習・生活支援
同士での「連携」があります。二つ目は、学習・
生活支援と教育機関の「連携」、三つめは、学習・
生活支援を媒介にして世帯全体の支援につなげて
いくこと、つまり学習・生活支援と他の福祉サー
ビスとの「連携」になります。そのような複数の「連
携」が強調されています。また、法の附帯決議に
も明記されておりまして、その後に厚労省が自治

体に出した通知でも確認できます。 
 　そういった連携云々に関しては、社会福祉や保
健医療の領域で議論されてきた蓄積があります。
特に「多職種連携」などが必要となる実践や政策
では、「連携」とは何か、いちはやく検討が行わ
れていました。「連携」の定義は識者による違い
はありますが、多くの場合は、共有されている目
的があって、単独では解決できない課題に対して
協力関係を結んで取り組んでいく相互関係の過程
というように捉えられていると思います。 
 　そのような議論を踏まえて、改めて学習・生活
支援事業に関わる「教育と福祉の連携」に目を向
けると、いくつかの論点が指摘できます。まず、
2010年前後から学習支援が事業化されていくな
かで、いわゆるペーパーテストで点数を取る学力
だけではなくて、就労準備に資する、役に立つよ
うな対人的、心理的な能力が必要だと言われるよ
うになりました。そこで、「教育的視点」という
言葉が使われてきます。具体的には、主体的な学
び、成長、教育環境の保障というものも重視して
やっていくことが強調されてきます。そして、学
習支援というのは「福祉」と「教育」を架橋する
取り組みで、その架橋することに学習支援事業の
意味・意義があるとされてきました。 
 　その後、子どもの貧困対策として学校をプラッ
トフォームとした取り組みが重視され、スクール
ソーシャルワークが脚光を浴びるようになりま
す。その文脈で、自治体にある福祉事務所と教育
委員会が情報を共有すること等が奨励されるよう
になりました。 
 　さらに、学力に対する見方がより多元的になっ
てきます。子どもの貧困を長期的に解決するため
には、認知能力だけでなく、非認知能力の重要性
が注目されるようになってきまして、そのような
多元的な学力を伸ばすためにも子どもへのアプ
ローチだけでなく、親の養育だったり家庭環境等
への働きかけも必要とされてきます。子どもの多
元的な能力開発・学力向上にひっつくような形で
親への関わりが重要視されているような側面があ
ると考えています。そういった目的や手段の捉え
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直しに応じて、「教育と福祉の連携」の目的や方
向性も軌道修正されていると考えられます。 

 3 ― 5　「連携」のかたちと基盤 
 　ただ、このようななかでの「連携」の在り方や
その変化がはっきりと示されてはいないと捉えて
います。「連携」が強調される際の主な中身は情
報共有ということにとどまっていることが多い
のではないでしょうか。その情報共有というの
は、要するに、「縦割り」の部署をまたいだ実務
面での協働という意味で重要になることはあると
思います。もちろん、共有すべきではない情報、
ということもあるはずです。学校側が知りえない
ことを学習支援の場で把握した場合、子どもから
すれば内緒にしてほしいということもあるはずで
す。情報共有といっても、何をどのように、どこ
まで共有するべきか、共有すべきではないか。そ
れをはっきりさせるためには、教育と福祉、それ
ぞれの有るべき役割を明確にして、〈対立〉とい
う言葉は強すぎるかもしれませんが、交わらない
方がよい側面もあるはずです。それは、子どもの
権利やウェルビーイングという観点からケースバ
イケースで判断していく必要もあると考えていま
す。他方で、「情報共有」にはとどまらない連携
の理解やその方法があるのではないでしょうか。 
 　さらに、政策で「連携」云々が出てくるのは、
縦割り行政という制度上の問題とその問題によっ
て生じる実務上の課題だったり、養成される専門
職の知識や技術の違いなどが想定されていると思
います。そのような違いから「教育」と「福祉」
が分けて考えられている。ただ、山田さんやこど
も NPOが拠り所としている「子どもの権利」に
関連して考えると、そもそも「教育」と「福祉」
が単純に分けられるのだろうか、ということもい
えます。たとえば、生存権のなかにも教育的な要
素というのは当然入ってくるし、学習権の中にも
福祉的な要素が入ってきて、重複する部分もある
わけです。「連携」を強調するあまり、「教育」と
「福祉」は違う、という見方が意図せずに補強さ
れているようなおそれがないのか気になるところ

です。「連携」を必要とさせているのは、そもそ
も行政の仕組みや専門職の制度であるにすぎず、
本来は同じ方向を向いている部分や重複する部分
もあるはずです。矛盾しているようですが、〈対立〉
するべき部分と、〈協調〉、そして、そもそも一体
的な部分がある。順序をかえていえば、互いの共
通基盤をしっかりと共有しつつ、それぞれの違い
や交わるべきでない領分を考えていく、そのよう
な過程が子どもの権利に資する「連携」につなが
るのではないかと考えています。 

 〈大貫先生からの論点・コメントを受けて〉 
 〔証明すべきエビデンスと証明が難しいアイディ
ア（理念）〕 
 　大貫さんが提起した論点のいくつかについて思
うことがあるので、お話しさせてください。まず、
学習支援の効果です。これについては、学習支援
の長期的な目標は何か、何をもって「成功」した
といえるのかどうかを設定する必要があると思い
ます。例えば、言葉はよくありませんが、将来「勝
ち組」になる、いわゆる有名企業に就職して高い
賃金をもらう、経済的な階層があがったことで成
功とするのかどうか。「貧困」に陥らない、とい
うことであれば、例えば生活保護よりも少し経済
的水準が高いぐらいにとどまればよいのか、ある
いは、経済的な地位は重視せずに、非認知能力や
認知能力が高まればよしとするのか。いずれにし
ても、長期的に追っていかないと分からない「エ
ビデンス」になります。今の段階で、子どもや親
にアンケートをとって「よかった」「充実していた」
等という回答をもらって「効果があった」と判断
するのであれば、それはあまりにも稚拙な事業評
価だと思います。 
 　他方で、評価が固まらずに走りださなければい
けない状況であることも事実です。実証的・実験
的な調査研究によって「効果」が証明されたもの
がほとんどないなかで、アイディア（理念）先行
でやっていくしかないところもある。例えば、「貧
困の連鎖」ひとつ取ってもそうなんですが、「貧
困の連鎖」に関するエピソードはマスメディアの
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取材等で取り上げられることは珍しくありません
が、どのぐらいの規模・確率で生じているのか、
日本での調査はさほどありません。生活保護の受
給の連鎖に関する調査もいくつかありますが、限
られています。つまり、貧困の世代間連鎖を止め
るための学習支援、という立て方ですが、そもそ
も貧困の連鎖それ自体のメカニズムや内実がよく
わかっていないのに、学習支援が有効とは言い切
れないわけです。有効だと言い切れないと政策を
つくってはならない、としてしまうと何もできな
くなるので、政策や実践を積み重ねながら修正を
重ねていくしかないと思います。 

 〔投資論の考え方〕 
 　また、子どもは社会の宝、未来を担う子どもた
ちに公費をつぎ込むべき、それによって将来生活
保護を受ける人を減らし、税金も多く払ってもら
えるようにする、という投資論的な主張も目立っ
ています。この考え方の問題点は、リターン、見
返りの中身です。まず、投資というのは見返りを
期待しているわけですが、これも 20年後、30年
後のリターンがあることをどこまで正確に把握で
きるのか疑問です。特に、リターンを経済的なも
のだけに限るのではなく、社会的・文化的な質に
関わる部分も含めるのであれば、それはどのよう
に把握できるのでしょうか。また、リターンの中
身を経済的なものに限ってしまうと、経済的な成
果を期待できるような子どもに投資をすればよ
い、という考えにもつながっていくので、私はそ
のようなリターンの捉え方には反対です。重い障
害を抱えていて経済的な生産性という点では、障
害のない人と同じように期待できなかったとして
も、重い障害を抱えている子どもたちに「投資」
する見返りとして、社会的な価値を豊かにしてい
く、障害や介護が必要になっても絶望する必要は
ない地域を構築するためのリターンになる、とい
う考え方です。これもデータで立証することの難
しさは伴いますが、アイディア（理念）として投
資論的に進めるのであれば、そのような側面のリ
ターンを意識して、学習・生活支援も意義づける

ことが重要だと考えています。 

 〔教育と福祉にまたがる専門性〕 
 　教育と福祉の連携、あるいはそれぞれにまたが
る専門性の発達の可能性についても指摘されてい
ました。私も、これは多分にあり得ると思います。
例えば、ソーシャルワークの専門性が形成される
黎明期ではヘレン・ケラーのサリバン先生の取り
組みが参照されることがあります。また、エンパ
ワーメントという言葉は頻繁に使われるようにな
りましたが、ソーシャルワークのエンパワーメン
ト論が出てきた 1970年代後半アメリカでは、パ
ウロ・フレイレ（ブラジルの教育学者）の実践が
モデルになっています。その他にも「教育」領域
から影響を受けているソーシャルワークの実践は
少なからずあります。 
 　もちろん、社会制度が専門分化していくなかで、
分業体制を担うために専門性が形成されていった
わけで、それが有用な局面も多々あるかとは思い
ます。ただ、互いの専門性を強調するがゆえに排
他的になる、排他的になることで専門性を主張し
ようとする、そのようなことがないように、高め
てきた互いの専門性やその技能を共有できる試み
がもっとあってもよいように思います。学校の先
生にソーシャルワークの考え方を学んでもらう取
り組みを本学で行ってきましたが、逆に、ソーシャ
ルワーカーや福祉関係者が教育の方法論を学んで
もらう取り組みがもっとあってもよいと思います。 

 〔学習・生活支援の固有性について〕 
 　固有性の話も出ました。山田さんもお話しして
いましたが、この固有性を論じることは難しいと
感じています。そもそも、自治体や引き受ける事
業者によって実践のばらつきが出ることを当然と
する当たり前のような制度設計となっています。
なので、実施の局面では多様な展開となるわけで、
そこに固有性をどう見出していくのか。いわゆる
「学習」だけをやっているとこもあるので、「学習」
と「生活」への一体的支援がすべてではない。な
ので、政策的な見方での固有性は、現状では見出
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しにくいと思います。 
 　やや極端に言えば、いまの制度設計は、「学習」
も「生活」も、「遊び」も何でもやってください、
という仕組みで、いろいろなものを入れ込んでし
まえる装置のようにもなってきている。政策批判
的にいえば、固有性が見いだせないような制度設
計でよいのか、という問い返しです。ただ、そも
そも「固有性」とは何なのか、なぜ「固有性」が
なければならないのか、という問い返しもできる
かと思います。言葉遊びのように聞こえるかもし
れませんが、「固有性」というものが、これまで
制度化された専門・分業体制に拘束される類のも
のであるのであれば、そのような「固有性」から
解放されていることが学習・生活支援の固有性、
ということはいえるのかもしれません。ただ、先
程も言ったように、それがどう評価できるかは慎
重に議論をする必要があると考えています。 
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 寺谷　直輝 

 　皆さん、こんにちは。先ほど、野田さんからご
紹介いただいた寺谷です。 
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 　冒頭の趣旨説明でもありましたように、「学習
支援」は、生活困窮の文脈だけでなく、学校に行
けない子ども、日本語をしゃべれない子どもを対
象とした学習支援の取り組みがあります。私から
は、その 1つの事例として、障がいのある若者の
学習支援についてお話しします。 
 　なお、本報告における「障がいのある若者」と
は、「18歳以降の知的に障がいのある方」を指し
ています。 

 4.1　 知的に障がいのある若者の学齢期・青年期
の学習システム（場） 

 　まず、18歳以降における学習システム以前、
つまり、学齢期にどのような場で教育を受けてい
るのかについて説明します。 
 　学齢期の知的に障がいがある人における教育の
場は、文部科学省がまとめている「特別支援教育
の現状」によると、（1）通常学級―普通学級・原
学級とも呼びます―、（2）特別支援学級、（3）特
別支援学校の 3つが取り上げられています。この
3つ以外に、（4）フリースクールにも、知的に障
がいのある学齢期の子どもが通学しています。先
ほどの趣旨説明で野田さんから、「NPO法人学習
障害児・者の教育と自立の保障をすすめる会に
関わっている」とおっしゃっていただきました。
NPO法人学習障害児・者の教育と自立の保障を
すすめる会が運営している「見晴台学園」（名古
屋市中川区）は、（4）フリースクールに位置づけ
られます。 
 　本報告で取り上げるのは、特別支援学校に通っ
てきた子どもたちの 18歳以降の学習支援です。 
 　彼らは、特別支援学校高等部を卒業した後、ど
ういう学習の場があるのか。この点について、丸
山啓史先生がされた整理（丸山 2009）に、今日
までの動向を寺谷が加筆したものを紹介します。 
 　（1）障害を持っている人たちの施設でレクリ
エーション等の教育的活動があります。（2）公民
館等で行っている「障害者青年学級」の取組があ
ります。（3）一部の大学ですけれども、知的に障
害がある人向けの公開講座やオープン・カレッジ

の実践があります。実のところ、かつて愛知県立
大学でも 2003年度から 2013年度までの 10年間、
「LD青年のための大学教育入門」として行って
いました。（4）知的に障害がある人のための大学
づくりの実践が 2010年代から始まりました。こ
のうちの先駆的な実践が「法定外見晴台学園大学」
（運営母体：NPO法人学習障害児・者の教育と自
立の保障をすすめる会）です。そして、（5）特別
支援学校高等部等に設置することができる〈専攻
科〉があります。今回は〈専攻科〉を中心に話を
します。この〈専攻科〉に山カッコをつけて強調
したのは、今日、2つの〈専攻科〉があるからです。 

 4.2　 2 つの〈専攻科〉―学校型専攻科と福祉事
業型専攻科― 

 4.2.1　学校型専攻科 
 　2つの〈専攻科〉について整理します。そもそ
も、専攻科って何だろうと皆さん思われたかもし
れませんけど、学校教育法第 58条で明確に規定
されています。学校教育法の第 58条第 1項で「高
等学校には、専攻科及び別科を置くことができ
る」と高等学校に設置可能であると規定されてお
り、第 2項で「高等学校の専攻科は、高等学校若
しくはこれに準ずる学校若しくは中等教育学校を
卒業した者又は文部科学大臣の定めるところによ
り、これと同等以上の学力があると認められた者
に対して、精深な程度において、特別の事項を教
授し、その研究を指導することを目的とし、その
修業年限は、一年以上とする」と規定されていま
す。特別支援学校についても第 82条で「…中略
…第四十七条及び 第五十六条から第六十条までの
規定 は特別支援学校に、第八十四条の規定は特別
支援学校の高等部に、それぞれ準用する（下線は
報告者）」と述べられており、専攻科の設置につ
いて述べられている第 58条は「第五十六条から
第六十条まで」の範囲内ですので、「特別支援学
校にも専攻科を置くことができる」と読み替える
ことができます。つまり、特別支援学校高等部の
3年間に、さらに 1年以上さらに学び続けること
を保障する制度として専攻科が設置されるのが認



44

生涯発達研究 第 13号（2020）

められているということです。学校教育法第 58
条に規定された形での特別支援学校専攻科は全国
で 9校（国立 1校・私立 8校）設置されており、
通称「学校型専攻科」と呼ばれています。 

 4.2.2　福祉事業型専攻科 
 　学校型専攻科以外にも、〈専攻科〉と言われる
ものがあります。それは障害福祉事業を使った（専
攻科を意識した）施設、通称「福祉事業型専攻科」
です。つまり、「障害者の日常生活及び社会生活
を総合的に支援するための法律（障害者総合支援
法）」第 28条で規定されている介護給付費（例．
生活介護）や訓練等給付費（例．自立訓練や就労
移行支援）による障害福祉サービスによる給付を
活用することにより運営されています。2008年、
和歌山県の社会福祉法人ふたば福祉会が初めて福
祉事業型専攻科「フォレスクール」を開設（開校）
してから、2019年段階で全国約 40か所に拡大し
ています。したがって、本報告の趣旨を意識して
小括すると、福祉事業型専攻科は「障害〈福祉〉
制度を利用した後期中等教育以後の〈教育〉実践」
（制度は福祉・実践内容は教育）として位置づけ
られることができます。 
 　なぜ、福祉事業型専攻科を開設することになっ
たのでしょうか。その理由は、（1）特別支援学校
高等部卒業後の進路実態、（2）教育行政の対応、
の 2つあります。 
 　まず、（1）特別支援学校の高等部を卒業後の進
路実態です。昨年ですと、約 19,000人の知的に
障害のある生徒が高等部を卒業しています。進路
に「進学」を選んだ人は僅か 0.4％（79名）です。
そのうち、大学あるいは短大に進んだのはそれぞ
れ 1人だけで、ほとんどが高等部専攻科に進んで
います。つまり、特別支援学校高等部を卒業した
ほとんどの生徒は、一般就労・福祉就労・在宅等
になります。つまり、知的に障害がある若者には
「進学」という選択肢がないに等しい状況があり
ます。 
 　もう 1つ、（2）教育行政への対応がありました。
「教育がだめなら福祉で」というフレーズに象徴

されています。このフレーズは専攻科をめぐる研
究・実践・運動の界隈では非常に有名です。フォ
レスクールを開設するまでの経緯を理解すると、
このフレーズの意味が伝わります。2006年ごろ、
和歌山県に特別支援学校高等部専攻科を作ってほ
しいと教育行政（教育委員会）に要望を出したん
ですけど、「緊縮財政のおり不可能」のためでき
ませんという回答でした。フォレスクールを開設
することに尽力された出口幸三郎さんという方が
います。彼は知的に障害がある娘さんを持つ保護
者の方です。出口さんはどうしても娘に進学させ
てやりたい、もっと学ばせてやりたいんだと思っ
ていました。教育行政からの回答後、「なら、教
育じゃなくて、福祉の制度を使ってできないか」
と考え、障害者自立支援法による新事業で各作業
所が多忙の中で、様々な事業所を奔走した結果、
ふたば福祉会が関心を持ったことがきっかけと言
われています（出口 2008）。 
 　以上の理由によって、（教育行政がなかなか重
い腰を上げないから、）〈福祉〉の制度を使って〈教
育〉の保障をする福祉事業型専攻科が成立・展開
してきました。それが 2019年まで拡大していま
す。 

 4.3　 福祉事業型専攻科の実践―エコールKOBE
を事例として― 

 　さて、ここまで専攻科それ自体の話をしてきま
した。 
 　でも、実際に、「専攻科ってどういうことを具
体的にやっているのか？」という疑問、イメージ
のつきにくさがあるかと思われます。特別支援教
育領域の実践者・研究者に対して、専攻科の話を
してみても、1回話しただけでは十分に理解され
ておられない様子を感じます。皆さんも同じ感覚
なのかもしれません。 
 　そこで、1つ動画を持ってきました。専攻科実
践で有名なところの 1つに、「エコール KOBE」
という事業所（株式会社WAPコーポレーション
が運営母体）があります。特別支援学校の先生だっ
た河南さんという方が尽力された事業所で、もっ
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と就労だけじゃない教育というものを保障してあ
げたいという思いで開設された福祉事業型専攻科
です。 
 　では、大体 9分ぐらいの映像 3） になりますので、
一度御覧ください 4） 。 

 （映像上映） 
 　福祉事業型専攻科「エコール KOBE」 5） は、知
的に障害のある青年たちが高校や特別支援学校高
等部を卒業した後に 2年間学んでいく場所です。
知的に障害のある人たちは、特別支援学校高等部
に行くのもなかなか大変な時代があり、特別支援
学校への希望者全入の実現が 1993年でした。そ
の後、障がいのない方だと大学へ行ったりする選
択があるわけですが、知的に障がいのある方たち
には、そういう道が全くありませんでした。そこ
で、福祉事業を活用して、福祉事業型専攻科と位
置づけてスタートしました。 
 　社会生活をしていく上で必要な経験を重視して
取り組んでいます。例えば、金銭の管理、人間関
係、様々な教養、文化、スポーツ等々です。さら
に、生活のプログラム、経済のプログラム、それ
から、就労も一部入れています。体験する機会を
多く取り入れ、社会自立していくために必要な力
をプログラムで組み入れています。 
 　1つの例として、「調理実習」のプログラムを
取り上げます。調理前に、自分たちでメニューを
考え、自分たちで予算を立てて買い物にも行き、
そして、買ってきた材料を調理します。調理後
は、メニューを作るにあたって 1人当たりいくら
かかったかという決算まで行う流れを組んでやっ
ています。 
 　強調しておきたいことは、学生が全て決めてい
くこと、話し合いの時間を大事にしていることで
す。「まず、何を作りたいか？」という話し合い
から入ります。調理実習プログラムだけではなく、
土曜日の活動でも同じで、例えば、カラオケ大会
をしたいと決めたら、自分たちで企画して、どう
いうルールでやるか、班分けをどうするかとい
うことを、全部学生自身が考えて行うといってい
ます。これを「主体的に学ぶ」として、エコール

KOBEでは重視しています。 
 　他にも、「豊かな体験」「仲間と共に楽しく」と
いうことを目標にしています。「体験」は様々な
体験をしています。例えば、本物の体験をさせよ
うということで、ロープ 1本で木登りをする「ツ
リーイング」を体験しました。また、11月のフェ
スティバルでは、自分たちで配役も決め、実際に
吉本新喜劇の放送作家の方に入ってもらって、そ
の方が手がけてくださった脚本で、吉本新喜劇に
倣った「エコール新喜劇」を行いました。学生た
ちは生き生きとやりましたし、すごい自信になっ
た様子でした。 
 　また、自主講座や研究ゼミといった、自分で学
習計画を立てたり、興味、関心のあることを調べ
てまとめたり、そういう時間もあります。大事に
しているのは、与えられた学習ではなくて、「自
分から学ぶ」ということです。 
 　今後の課題として、今の学生たちは 2年間でこ
この学校は終わりますので、進路を決めないとい
けないことがあります。就職とか、施設・作業所
へ行くとか、そういう道を決めないといけません。
様々な地域でこのような専攻科が進んでいけば、
学びの場所をもっと作っていこう！ということが
広がっていくのではないでしょうか。 
 　学生たちは、自分たちで考えて自分たちで決め
て運営できるということを経験すると、より主体
性が生まれてきます。それと、仲間同士の中でい
ろいろ揉まれて人間関係ができていく中で、友達
がやるから一緒にやるとか、友達に励まされて
やって達成感を得るとか、自信になったとか、そ
ういう経験は非常に大事だと思っていますけど、
そこが少しずつできてきているかなと感じ取って
います。 

 （上映終了） 

 4.4　 障がいのある若者にとっての学習支援の意
義―専攻科の特徴・内容を踏まえて― 

 　専攻科の実践、大事にしているものが理解でき
ましたでしょうか。最後に、障がいのある若者に
とっての学びの意義について、まとめをさせてい
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ただきます。特別支援教育の研究者で有名な田中
良三先生（愛知県立大学名誉教授）がいらっしゃ
います。田中先生が行った整理（田中 2017）を
基に紹介し、報告を終了したいと思います。 
 　まず、実践の大枠について、つまり、「カリキュ
ラム」、福祉事業型専攻科の場合はカリキュラム
ではなく「プログラム」という表現を用いていま
すけど、何かの技能を取得するのではなくて、「自
分づくり」を目的にしているのが大きな特徴です。 
 　次に、実践の中身について、例えば、特別支援
学校には作業学習の時間があり、そこでは就労を
意識して商品のラベル貼りだけで 1コマの授業が
終わることがあるようです。映像を見ていただけ
れば明らかなように、就労を意識した作業学習だ
けではなくて、調理実習、エコール新喜劇、自主
ゼミや研究発表を含めて多様な学習内容で構成さ
れるのが特徴です。今回の映像では取り上げられ
ておりませんでしたけれども、授業や活動時間の
時間が、実は 1日午前 1コマ 90分、午後 1コマ
90分、大きくゆったりした時間枠が取られてい
ます。 
 　障がいのある若者の学習支援の意義について
は、（1）学校から社会への移行支援に「学び」を
置きます。「社会」という意味合いは、就労だけ
ではない社会という把握をしており、だからこそ、
生活に関する学びも入れています。（2）一般に、
教育の意味を指す「教えたり指導する」のではな
く、青年たちが自分で判断して行動できるように
支援をすること。（3）就労を目指す教育だと軽視
されがちな、文化・教養・スポーツ等の学びも創
意工夫をして取り入れていること。（4）何よりも、
専攻科に通っている間（一般に 2年）だけではな
く、生涯学ぶということを視野に入れながら学習
支援に取り組んでいるということです。 
 　生活困窮の文脈で語られる「学習支援」とは、
現状や実践の中身が異なることがご理解いただけ
ましたでしょうか？ 
 　駆け足となりましたが、寺谷の報告は以上とな
ります。ありがとうございました。 

 〈大貫先生からの論点・コメントを受けて〉 
 〔「自分づくり」を目指す専攻科設置運動に対する
社会効用論のインパクト〕 
 　大貫さんから言われた論点について、「学校か
ら社会への移行といったときに、そこで障害のあ
る方を受け入れている社会は、行政が想定して
いるような労働への移行としての社会ではなく、
もっと広い社会への移行がある」というコメント
はおっしゃる通りです。なお、今回の趣旨に関連
づけると、私の報告で話した発達権保障の下で描
かれる社会への移行の姿・社会像と、学習・生活
支援事業で描くそれとは隔たりはあると考えられ
ます。 
 　特に、大貫さんから提示いただいた社会効用論
的な議論は、「自分づくり」を目的とした専攻科
の設置を志向する立場にとっては脅威だと感じま
した。つまり、社会的効用論を主張すればするほ
ど、専攻科は公的な支出の防止に向けた内容（経
済的自立＝一般就労を目指す教育）を意識・シフ
ト化（職業訓練校化）することになるし、逆に、
社会的効用論を一切無視してしまうと、専攻科に
公的な支出をする必要性を説明することが難しく
なるからです。そもそも、社会的効用論を主張さ
れてしまうと、（相対的に就労が極めて難しい）
重度・重複の障害のある人が、特別支援教育の場
からも排除される可能性が高くなるのではないで
しょうか。 

 〔「羨ましい」けれど、「もったいない」学習支援
事業―特別支援教育の立場から〕 
 　今回の公開講座の趣旨である学習・生活支援事
業について、障害がある子どもたちの学習機会と
いう視点で私見を述べさせてもらうと、「羨まし
い」と「もったいない」という 2つの感情があり
ます。 
 　まず、「羨ましい」について。なぜかというと、
特別支援学校に通う知的に障害がある子どもに
とって、学校以外に利用できる学習支援のリソー
スは乏しく、あっても活用できないのではと思い
ます。特別支援学校に通学する子どもは「From 
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Door To Door」（玄関から校門まで／校門から玄
関まで）という言葉があるのですが、学校―自宅
間の行き来をスクールバスが担う反面、学校の帰
り道に「みちくさ」すること、放課後に同級生と
学校以外で余暇を過ごす機会が圧倒的に少ないと
推測されます。こういう現状からすると、もっと
勉強したいと思っても学ぶことができる場は、博
物館等の社会教育施設しかありません。そもそも、
そのリソースを活用する・しない以前の問題（情
報を届かない＝活用できない）のでは？とも感じ
ます。また、特別支援学校が就労を目指す教育に
偏重していると言われている中で、なかなか、就
労以外の学びが学校では承認されにくい傾向にあ
ります。そこには、保護者の「就労をさせてやり
たい！」というニーズや「卒業したら、就労でき
るのかしら？」という不安、また、「一般就労を
何人させているのか？」といった学校に対するま
なざしが介在しています。 
 　もう 1つは「もったいないなぁ」という感情で
す。なぜかというと、先ほど山田さんが話された
生活困窮の文脈で学習支援に来ている子どもたち
は、学校の宿題等をやっていました。しかしなが
ら、教科教育をペーパー的な学力を向上させるだ
け、受験のためだけ、たったそれだけの役割にと
どめてよいのだろうかという疑問があります。そ
う思っているのは、特別支援学校では、就労を意
識した作業学習等が中心になりがちで、教科教育
は非常に軽視されているからです。例えば、特別
支援学校でない小学校で必修となった英語科やプ
ログラミング教育を取り扱う情報科は、特別支援
学校では「随意」の教科です（また、特別支援学
校初等部 6年間は、理科や社会科ではなく、生活
科となっています）。なので、学校単位の教育課
程に設置しない編成であれば、その学校に通う子
どもたちはその教科を学ぶ機会がありません。英
語が嫌いの方々からすれば、これは朗報かもしれ
ませんね（笑）教科教育については、このような
事情が特別支援学校にはありますので、学習支援
における教科教育が、受験に合格しないといけな
いから仕方なくやる……それだけでいいのだろう

かという意見を持っています。 
 　ですから、学校以外の学習機会が学齢期に存在
していることは羨ましいと思う反面、教科教育の
取り扱われ方は、受験に必要だからという仕方な
くやる以上に、もっとポジティブな取り扱いがで
きないのかと思うんですけど、どうなんでしょう
か。 

 〔何を保障すれば学習機会の保障になるのか？―
制度的保障と実質的保障〕 
 　大貫さんからのコメントに戻りますと、何を保
障することが学習機会の保障になっていくのか
について、（A）制度的な保障、（B）実質的な保
障、の 2つに分けていただきました。これも専攻
科の実践を見聞きしている寺谷としては、ウィー
クポイントを突く質問だと思って聞いていました
（笑）。それはなぜかというと、教育を受ける権利
をめぐる歴史を鑑みたとき、知的に障がいがある
子どもは就学免除や猶予の対象として、1970年
代末までは義務教育すら受けることができません
でした。教育を受ける権利を学校に求めていった
歴史があるがゆえに、まず、（A）制度的な保障
が先決でしょうという議論があります。専攻科の
設置運動での主張に即せば、「そもそも、政府や
教育行政が特別支援学校にお金を投入して、高等
部の上に専攻科を作るべきだ」ということです。
しかしながら、（B）実質的な保障を重視する立
場もあります。山田さんの報告にもあった「教育
か福祉かなんて、子どもからすればどうでもよい」
に似ている立場、つまり、「当事者である青年（や
子どもを持つ保護者）にとって、教育行政や福祉
行政がやるのかはどちらでもよくって、青年自身
が一定の年限をしっかり学ぶ場所があることが大
事なのだ」という立場もあります。生活困窮の文
脈で行われる学習支援も、先に述べた 2つのベク
トルに似たようなものがありそうだと、本日の報
告や議論を聞いて、感じたところです。 
 　（B）実質的な保障について、パッケージ自体（カ
リキュラムの教科目、プログラムのテーマ）は事
業所で決められることが多い印象です。さっきの
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エコール KOBEを例とすれば、「調理実習」とい
うテーマは決められているわけですけど、その中
で何を作るかとか、予算や決算を立てることは学
生たちに任せています。学校に置き換えるならば、
教科（科目）名は決められているんだけれども、
その教科で取り扱う内容や方法は、その場にいる
人たちにお任せしますということになります。 

 注 

 3）「わらわらタウンニュース」とは、神戸長田の多文化・
多言語コミュニティ放送局である FMわいわいで、毎
週火曜日に放送されている番組である。当日開催され
たミニ公開講座では、Youtubeを用いて、映像を上映し
た（https://www.youtube.com/watch?v=ZkZZMWcLbDU：
最終アクセス日 2020年 12月 9日）。 

 4）本報告では、上映した映像（司会の田村真由美氏に
よるエコール KOBE学園長（当時）である河南勝氏へ
のインタビュー）を基にしつつ、適宜、報告者が加筆・
修正を行った。 

 5）エコール KOBEの実践については、（1）岡本正・河
南勝・渡部昭男（2013）『福祉事業型「専攻科」エコー
ル KOBEの挑戦』クリエイツかもがわ、（2）河南勝（2017）
「仲間のなかで「新しい自分」づくり―エコール KOBE
での学びを通じて」全国障害者問題研究会兵庫支部　
他編『実践、楽しんでますか？』クリエイツかもがわ、
を参照されたい。 

 【参考文献】 

 田中良三（2017）「障がい青年の学校から社会への移行期
に、輝く学びを！　生涯の各ライフステージに、寄り
添う学びを !!～専攻科つくり運動理論の再構築～」『第
14回全国専攻科（特別ニーズ教育）研究集会　要旨集』
5 ― 9頁。 

 出口幸三郎（2008）「学ぶ作業所フォレスクール」全国専
攻科（特別ニーズ教育）研究会編『もっと勉強したい！
　障がい青年の生活を豊かにする学びと「専攻科」』、
92 ― 94頁、クリエイツかもがわ。 

 「日本の特別支援教育の状況について」令和元年 9月 25日
「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会
議 https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/2019/09/__icsFiles/afie
ldfile/2019/09/24/1421554_3_1.pdf（アクセス最終確認日：
2020年 10月 15日） 

 丸山啓史（2009）『イギリスにおける知的障害者継続教育
の成立と展開』クリエイツかもがわ。 

 5． 学習・生活支援事業にみる教育と福祉の
〈協調〉と〈対立〉

 大貫　　守 

 　愛知県立大学の大貫です。本報告は、教育と福
祉の近接化とされている学習・生活支援事業につ
いて、教育方法学という福祉とは逆の立場から御
三方の発表に基づいて質疑をし、論点を提示する
ことにあります。この論点整理で伝えたいことの
趣旨を先取りすれば、教育と福祉の安易な連携と
いうことが教育保障、生活保障の境をどんどん曖
昧にしていき、結局、両者が十分に機能しなくな
り、支援を要する子どもたちが社会的に排除され
る危険性があるのではないかということです。少
し挑発的にいえば、教育と福祉の連携について、
お互いを安易に分かり合おうとするのではなく、
あえて両者の違いを明確にすることで、両者の協
調点と対立点を明らかにしていくことができれば
と考えております。 

 5.1　実質主義と形式主義の対立 
 　野田さんの報告によれば、学習・生活支援事業
には、勉強の支援ということ、そして居場所づく
りや世帯支援ということがあります。それを通し
て認知的・非認知的能力の育成やロールモデルの
獲得をしていくということがあります。その結果
として、学習・生活支援事業は高等学校への進学
率の向上、中退の防止、経済的自立、社会問題の
解決の手段となっているということは野田さんが
説明された通りです。 
 　このような主張は、教育福祉の立場からいえば、
社会効用論的な立場の教育、つまり公的支出―将
来に生じる可能性のある生活保護費といった支出
―の拡大を予防していくという点から捉えること
ができます。ただ、学習の支援ということに関し
ていえば、そのような制度を活用する教育消費者
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の存在がこの議論から抜け落ちているのではない
かと思います。 
 　親の立場からは子どもに教育機会を保障し学力
をつけることを求める背景として、学歴を得るこ
と、つまり立身出世、私的な利益に向けて教育を
利用していくということがあるのではないかと思
います。そこで取り上げられる学力はたとえてい
えば貨幣、すなわちお金として扱われていきます。
だから、消費とか投資の対象として学力が扱われ
ていくということになります。このような議論が
常に教育にはあり、私たちは学力をまるで財力の
ように意識し、貨幣のように機能させている。学
力は貨幣のように蓄えることもできますし、それ
を使うことで社会移動の手段にもなります。そう
いう社会生活の実利に影響を与えるものとして、
学力があるのではないかと思います。 
 　このような保護者の立場は、公教育を提供する
立場と違って、教育や学校を私有財として、つま
り私的な財産として扱い、それを利用することに
よって社会移動をしていく。学習・生活支援事業
は、行政の思惑の中で生まれたものかもしれませ
んが、保護者は、それとは違った思惑、つまり家
族集団を維持し、社会を生き抜くための家族の生
存戦略の 1つとして関わることで事業は成立して
いるのではないかと考えられます。 
 　ここで政策立案者は、学習・生活支援事業を公
共財と捉えて、社会問題の解決の手段にしていき
ます。一方で、教育消費者はこの事業を私有財へ
の補助と捉え、社会移動の手段としていきます。
両者は高等学校への進学率の向上や労働力の確保
という共通の目的を持つ一方で、前者は仕事のス
キル、つまり就職するために仕事で求められる知
識やスキルの獲得を重視していくことを重視し、
後者は仕事へのアクセスを重視して、学歴という
教育によって生み出される通貨を手に入れること
を重視していく。そのような立場を「実質主義」
（政策立案者）と「形式主義」（教育消費者）の二
項対立で語ることもあります。 

 5.2　実質主義の凋落 
 　しかしながら、いわゆる「学力」を向上すると
いうのが貧困の再生産を防ぐものとなるのかとい
うことについては疑問も残ります。1990年代に
ブラウン（Brown,P.）が提起したペアレントクラ
シーではないですが、保護者は公教育という周囲
と同様に与えられる教育から脱出し、私的な教育
を拡大していく傾向に今はあります。そうして周
囲と何らかの形で差をつける、すなわち、メリッ
トをつけることで、保護者と同じような生活、子
どもが自分の地位や財産を引き継いでいけるよう
な手はずを整えるわけです（家族の生存戦略）。
そのような「学力」の獲得に向けた際限ないメリッ
トの応酬がインフレ化し、消耗戦化していくとい
うことが今の「学力」向上戦略の様相なのではな
いかと思います。そして、そのような競争に乗れ
ない子どもたちとの間で「学力」の格差が拡大し
ていくということがあります。 
 　この学習・生活支援事業は、そのような状況か
ら子どもたちを救いだし、「学力」を保証してい
くことを企図しています。ただ、米国の教育哲学
者であるノディングズ（Noddings,N.）が指摘し
ていることですが、子どもたち全員が学校で成功
したとして、果たして、配管工・ごみ収集・ウエ
イターといった役は誰が担うことになるのでしょ
うか。そのような点を考えたときに、社会福祉や
労働市場は放置されたままに、社会的によいとさ
れがちな仕事の奪い合い、つまりゼロサムの椅子
取りゲームが行われていきます。 
 　子どもたちはそのような先が見えず勝ち目のな
い闘いに挑まされ、巻き込まれていくことで、も
う学びたくないという形で、学びから逃走してし
まうわけです。そこでは、「学力」がつく、子ど
もたちの間に繋がりができるというような微かな
未来が子どもたちに提示され、必ずしも「学力」
の獲得が自分の地位の脱出を保証しないにもかか
わらず、そのような淡い希望の下で「学力」をつ
けさせられ、勉強を強いられる。その一方で、子
どもたちの生存を保障する生活保護費などの困窮
世帯を対象とした給付は削減されていくという実
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態があるように思います。 
 　このように実質主義の立場において、「学力」
に対する期待が大きいことの背景には、全ての個
人的、社会的問題の解決を学校に期待していくと
いうことがあるのではないかと思います。学校を
含む教育現場に社会問題の解決を期待していくこ
と、これを「社会問題の教育化（educationalization）」
と米国の教育社会学者であるラバリー（Labaree,D.
F.）は概念化しますが、人種的偏見や差別をなく
していくといった、本来であれば社会で扱われる
べき問題が適切な場で扱われずに、学校において
性教育とか人権教育という名前で学校教育の側に
押し付け、社会問題の解決を迫っていくわけです。 
 　しかし、それは元来、行政や福祉が担うことを
教育に押しつけることに過ぎない。教育に予算を
つけることは、そのような社会問題の解決が可能
という幻想を生み出し、問題に対応しているかの
ような錯覚を与えます。その代償として、公教育
が肥大化し、それに踊らされることで、一層の教
育関係者の多忙化を生み出しているという側面も
あるのではないかと思います。 
 　そのような問題が学習・生活支援事業にも生じ
ているのではないでしょうか。つまり、学習・生
活支援で本来扱うべき問題の幅が広くなり、その
結果として、学習支援が社会問題の受け口になり、
そこで全てを解決しようとして支援事業そのもの
が肥大化していく。それが一層の関係者の多忙化
や多忙感を生み出しているということがあるよう
に思います。 

 5.3　子どもの居場所づくりをめぐって 
 　これまでとは異なる切り口として、子どもの居
場所づくりに関する論点も挙げてみたいと思いま
す。子ども食堂、子ども遊び場、居場所カフェ等、
こども NPOが運営しておられる取り組みは、社
会に子どもの居場所をつくる取り組みだと思いま
す。ここで、居場所づくりと言いましたが、それ
は「サードプレイス（third place）」という言葉で
語られるような、家庭や学校・職場とは異なる拠
り所をつくっていく取り組みについてということ

になります。 
 　障害を抱えた子どもたちが試行錯誤することが
認められ、発達が保障されるような時空間が保障
され難いということを背景に、そのような居場所
を保障し、そこで人と人との関係性を作ったり、
孤立を乗り越えたりしていく場が大事だという主
張が寺谷さんの報告にもありました。学習・生活
支援事業で提供される場も、家庭や社会から排除
されがちな子どもたちを包摂できるような居場所
づくりをしているという側面もあるのではないで
しょうか。 
 　しかし、このように教育による階層上昇を貧困
の解決の主要な手段に据えていくことは、一見す
ると生活困窮世帯の子どもたちに寄り添っている
ように見えて、やる気があるとみなす対象者を選
別してすくい取って、成功したと考えられる私た
ちと同じ生き方を求める行為ではないかと思うわ
けです。つまり、学習・生活支援事業で提供され
ている居場所に行くためには、もちろんそれは学
習という免罪符によって子どもたちが夜間に外出
することができる側面もあるものの、学習という
ことが求められてしまう。 
 　このように、学習という条件付きで子どもたち
が居場所に存在できるという状況では、その子が
無条件に存在していいという形での承認（無為の
承認）は成立せず、あくまで就労や教育と結びつ
かなければ、その子の存在が承認されない場所に
なってしまう。そのような状況では形式主義で重
視される個人の成功や実質主義で大切にされる社
会への投資ということと結びついていて、成功や
有用性といった基準で物事が判断されます。つま
り、「サードプレイス」とは異なる、条件付きで
承認されるような場になっていく可能性があるわ
けです。それを本当に居場所といっていいのか、
まだ課題が残されているように思います。 
 　さらに、「場」に関して言うと、昔は学校にも
地域にも居場所がありました。ところが、学校が
学びに特化していき、地域の安全を守ることが重
視される中で、空き地を閉鎖し、公園に鍵をかけ、
空き教室を閉鎖していったわけです。そのような
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形で社会からリスクになるものを取り除き、安全
というものを押し出した結果として、学校からも
地域からも居場所を失って排除される若者たちが
出てきたといえます。 
 　その包摂に向けて、もう 1回、人工的に居場所
をつくらなければならないというのは、なんとも
皮肉なことだと思います。ただ、そこで考えなけ
ればならないことは、元々は非教育的な空間の中
にあった学びや居場所といったものが人工的なも
のになること、それ自体の意義はすごくある。し
かしながら、非教育的な空間が持っていた様々な
人を包摂する仕組みや非教育的なものが持つ教育
作用というものが、人工的な場では保障されてい
ないのではないか。学校や社会の中に自然に存在
していた場と人工的な場の間で、「場」に関する
違い、位置づけ、リスクの考え方に違いがあるの
ではないかと思いました。 

 5.3.1　学習・生活支援事業に関わる論点（全体） 
 　「学力」をつけていくということは、先述の「実
質主義」と「形式主義」（消費者の立場）のどち
らから見ても、逆に学びからの逃走を生み出し、
理論的に破綻していく。そのときに、子どもたち
には勝ち目のない勝負を強いられていくというこ
とが分かっていても、その競争に乗せざるを得な
いのか。子どもたちを救済する方法として、社会
変革を通した労働環境や社会福祉の改善などがあ
るとしても、それを待つ以外に学習・生活支援事
業の中に何を残された希望として見ていけばいい
のだろうかということが疑問としてあります。 
 　加えて、子どもの居場所を提供していくときに、
学習・生活支援事業は大なり小なり、学ぶという
ことが軸にあって成立している。ただ、その結果
として、子どもたちの生の無条件性、つまり、そ
のままで存在していいという形での承認を確保で
きない。それはある面では教育というものがセッ
トになっているからこそ、そのような条件付きで
の承認にせざるを得ないという側面が出てきてし
まっていると思います。だから、教育と福祉は結
合するというけれども、教育と福祉が結合するが

ゆえに出てくる居場所のなさみたいな部分とどう
向き合っていけばいいのかということが次の課題
として挙げられるように思います。教育と福祉が
結合するということにどのような形がありえて、
そこにどのような希望を見ていけばよいのかとい
うことが疑問です。 

 5.3.2　学習・生活支援事業に関わる論点（教
育と社会福祉の間で） 

 　次に、野田さんに発表に関わって、社会福祉に
関わる疑問点です。学習・生活支援事業というの
は今の福祉に本来あてられる予算を減らし、教育
に付け替えた結果として成立するということでし
た。現在の充実と将来の投資のバランスを検討し
ていく上で、今の充実、つまり生存権の保障とい
う部分がおろそかになり、将来の投資にも見込み
がないとすれば、このバランスは適切なものとい
えるのか疑問です。加えて、このような事業に取
り組むにあたり、生活保護受給者の抑制を迫る一
方で、本来解決されるべき、社会システムの部分
が置き去りになっていることが気になります。 
 　また、学習・生活支援事業において教育と福祉
が連携するからこそ生じる問題ということもある
ように思います。例えば、先の教育の教育化の問
題、つまり教育に何もかも回収していくという議
論では、教育が肥大化し、限界を迎えていきます
が、学習・生活支援事業も、非認知的能力の育成、
生活支援及び自立支援という形で扱う問題が多様
化し、肥大化していくことで生じる問題があるの
ではないでしょうか。 
 　その 1つとして、学習・生活支援事業が、教育
や福祉の問題の枠にはまらない、色々な問題が集
積していく場になっているように思います。それ
は、教育と福祉が連携したからこそ生じるもので、
今まで教育や福祉という枠で区切ることでは、す
くい上げられてこなかった問題が捉えられていく
という可能性はあるように思います。ただ、それ
と同時に、それをどう解決していくのかという困
難性も一緒に伴ってくると思われます。これをど
のように考えていったらいいのでしょうか。 
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 　さらに、この点に絡んで、このような問題を解
決できるような教育と福祉にまたがる専門性とは
どのようなものなのでしょうか。そこで想定され
るのは、スーパージェネラリストのように、教育
のことを知りながら教育の流れに乗らず、福祉の
ことを知りながら福祉の流れに乗らないといった
形で、すごく釣合いの取れた専門性が必要となっ
てくる。加えて、そこで想定されている専門性を
生かした連携は単なる情報共有レベルの連携では
なく、教育と福祉の間にあるジレンマ、例えば、
見方や理念をめぐるわかりあえなさということを
どのように考えて、どのように協調していけばよ
いのかということを考える必要があるかと思いま
すが、実際にどう教育と福祉は協調していく可能
性があるのか、野田さんに伺いたいところです。 
 　それからもう 1つ。教育と福祉の間の「分かり
合えなさ」に関して、学習・生活支援事業で提供
される場が教育の場とされることに違和感があり
ます。本来、教育とは、社会のための人間形成（教
化）でなくて、社会でよりよく生きていく力をつ
けていく仕事です。それは、社会のために生きる
人間を育てることとは区別されています。 
 　やや挑発的にいえば、学習・生活支援事業は、
私教育の充実をうたって子どもを集めて、結局、
社会に適応する子どもを育てていく営みと言える
のではないかと思います。そうであれば、実際の
ところ、ここにあるのは教育ではないのではない
かと思います。加えて、行政は、「教育は学習権を、
福祉が生存権を」という区分で語っていますが、
福祉の中にある学習権、学習を保障していくため
の生存権、といった混沌とした部分が単純化され
ているがゆえに見えにくくなっているのではない
かと思います。そもそも、教育の価値は、野田さ
んがおっしゃるような投資やリターンとか、社会
的価値でのみ捉えられるものなのかなというのも
気になるところではあります。 

 5.3.3　 学習・生活支援事業に関わる論点（「場」
の固有性をめぐって） 

 　山田さんの発表についてです。生活困窮世帯の

子どもたちが自身の貧困に気づいて無力感を抱え
たときに学習支援はどう向き合っていけるのかと
いう問題が気になります。加えて、支援を通して
子どもたちに意見を表明する力をつけていくとい
うことももちろんあるとは思いますが、多くの場
合、子どもたちが学習に困難を抱えていると考え
たときに、やっぱり学校に居場所がないというの
は、教室の中でもわからないところがあって居場
所をなくしている。その場で、九九を学校と同じ
ように教えるということでは、子どもの学校文化
に適応することにはなっても、学習保証にはなっ
ても、子どもの生きづらさに向き合えていないの
ではないかと思います。つまり、逃げた先を学校
化していくのではないかということが危惧されま
す。これは、次の問題と絡んでいきますが、学習・
生活支援事業という場の固有性は何なのかという
ことが気になります。 
 　こども NPOは、子どもたちと社会との接点を
形成する場を作っています。そこでは、色々なこ
とが行われています。その点について、山田さん
が「子どもはどんな場でもいいんだ」と話してい
ました。それはそうだと思います。色々な場があ
るからこそ子どものニーズを引き出せるし、応え
ることができると思います。ただ、その場を守っ
ていくときに、「この場が何の場なの？」という
ことへの論理をちゃんと作っておかなければ、そ
の場は守れないかもしれないということが危惧さ
れるわけです。その場をどう考えていくのかとい
うこと、および、全ての子どもの居場所として一
括にされないための学習・生活支援の場の固有性
とは何かということが疑問です。 

 5.3.4　 学習・生活支援事業に関わる論点（社
会への移行と学習機会の保障） 

 　寺谷さんの報告についてです。学校から社会へ
の移行といったときに、そこで障害のある方を受
け入れている社会は、行政が想定しているような
労働への移行としての社会ではなく、もっと広い
社会への移行があると思います。その辺りをお聞
きしたいです。 
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 　加えて、「学習機会の保障」ということを挙げ
ておられましたが、何を保障することが学習機会
の保障になっていくのかということについてもお
伺いしたいです。それは、就学機会を与えるといっ
た門戸の解放として捉えられるような単なる制度
的な保障なのか、就学支援制度のような金銭的な
保障をすることなのか。 
 　さらに、このような制度や金銭的な保障に留ま
り、教育内容そのものが問い直されないとすれば、
そこで与えられる学習は特定の価値の学習に終始
し、学習から排除されてしまうものを生み出して
しまうことが危惧されます。一方で、学習内容の
決定までも含めるとしても、単に決定権を与える
だけでは、子ども本位の名の下に、自己責任論に
陥る危険性がある。実際に大人の支援や保護と、
自己決定の部分のバランスをどう取っていくのか
というあたりは、学習機会の保障ということに絡
めてお伺いしたいなと思いました。ということで、
質問としては以上になります。 

  ― 　了　 ―  
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